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○ 登録者情報

所在地

東京都杉並区

地方創生推進交付金事業の事業推進マネジメント

斉藤俊幸 さいとうとしゆき

地域再生マネージャー・イング総合計画株式会社　代表取締役



略歴

著書・論文等

○

取組の内容

限界集落の経営学（学芸出版社）
ポストコロナ時代における長崎県五島市畜産業のリレー型就農モデル研究（地域活性学会2020）
知られざる日本の地域力（今井印刷）共著
実践コミュニティビジネス（中央大学出版部）
徒歩圏内マーケット設立マニュアル（熊本県商工労働部）

地方創生推進交付金事業の事業推進マネジメント

① 奈良県曽爾村地方創生事業（優秀事例に選定）
② 鳥取県江府町地方創生事業
③ 千葉県山武市地方創生事業
④ 香川県善通寺市地方創生事業
⑤ 熊本県荒尾市地域再生マネージャー事業（総務大臣表彰）
⑥ 高知県本山町（第1回ディスカバー農山漁村（むら）の宝選定）
⑦ 高知県土佐市地域力創造アドバイザー事業（農水省食品産業局長賞）
⑧ 長崎県五島市地域力創造アドバイザー事業
⑨ 大阪府立豊中高校能勢分校SGH事業（環境省最優秀賞）

地域再生マネージャー（ふるさと財団）、地域活性化伝道師（内閣府）、地域経営の達人（総務省）　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　受賞歴：みはらしファーム羽広いちご生産組合起業化支援（長野県伊那市/第30回日
本農業大賞受賞）、企業組合宇佐もん工房起業化支援（高知県土佐市/平成24年農林水産省食品産業局
長賞受賞）、本山町のブランド米「土佐天空の郷」の米焼酎、どぶろく起業化支援（高知県本山町/農林水産省・
内閣官房 平成26年第1回ディスカバー農山漁村（むら）の宝に選定）、買物難民の存在を日本で初めて問題提
起した熊本県荒尾市地域再生事業は平成19年度地域づくり総務大臣表彰受賞、キルギス共和国イシククリ地
域一村一品運動は第12回JICA理事長賞受賞、ねっか合同会社（福島県只見町）ふくしま地産地消大賞受賞
（2019）、復興大賞受賞（2020）、6次産業化アワード農林水産省食品産業局長賞受賞（2021）、大阪府立豊中
高校能勢分校環境省全国ユース環境活動発表大会近畿大会最優秀賞受賞（2021）

長崎県五島市奈留町漁協での水産加工事業 鳥取県江府町畜産業再生事業



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

・ 地域や集落の自立の仕組み形成を中心に事業に関わってきました。多くのプロジェクトで活動が続いて
います。2003年に実施した神奈川県横須賀市の追浜こみゅに亭、2004年に実施した熊本県荒尾市の
青研は未だに地域住民が中心となり活動を進めています。持続的な社会の実現が求められます。これら
は収益を得るためのエンジンを持っており、これにより自立を果たしています。
・ 強い農業プロジェクトを推進し、キウイ、梨などの付加価値の高い果実栽培や畜産業の大規模化プロ
ジェクトを薦めています。銀行等の棚や牛を融資とした融資やSPC（特別目的会社）の創設による事業リ
スクの軽減が鍵と考えています。地方創生事業は補助金から融資への時代へと移行し、金融制度との
連担は不可欠であり、地域活性化法人の実現が求められます。

移住者住宅のPPP事業を活用した民設民営。高校寄宿舎のリース化。牛を担保にした事業化（ＡＢＬ：
Asset Based Lending）などによる事業化を推進します。

補助金から融資へ。地域活性化法人の設立へ。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

○ 6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

○ 経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

○ 集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 インバウンド対応

BCP 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ○ ふるさと教育

子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

○ 官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR

財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） 地域ブランディング

住民参加 その他

その他

○ EBPMに基づく政策立案

メールアドレス t-saito〔アットマーク〕zofrex.co.jp

イング総合計画株式会社 https://zofrex.co.jp/


